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論 文 の 要 旨 
 
都市の拡大に伴う空間変化は、住環境の劣化，交通渋滞、衛生環境の悪化といった様々な都市問題
を生じさせる。これらの問題の発生を抑制するためには、都市の拡大や変容を詳細に把握した上で、
計画的に誘導する必要性がある。しかし、急激な都市拡大が続く発展途上国の大都市では、都市郊外
において、簡易な建築物が建設された後に、住民自らが時間をかけて徐々に建物を作っていく変化が
みられる。このような変化がみられる都市では、土地利用の変化を把握するだけでは都市化による空
間変容を理解したことにはならない。審査対象論文は、このような問題意識に立ち、ペルーのリマ大
都市圏の郊外地区、チリヨン渓谷を取り上げて、住居用建物の変化プロセスの解明と将来予測手法の
開発に取り組んだものである。 
第 1章では、研究の背景、チリヨン渓谷における都市化の傾向、都市化に伴う諸問題について言及
している。住民が徐々に建物を建築していくことが、公的サービスの提供を阻害している現況を調査
結果から説明した上で、建物の変化について将来予測することの必要性を述べている。その上で、チ
リヨン渓谷における住民による住居の変化を分析し、将来変化を予測することを本研究の目的とする
ことを述べている。さらに、関連する先行研究をレビューし、本研究の独自性と新規性を説明してい
る。 
第 2章では、ペルー全体における都市化の動向、建設概要と比較することで、本研究の対象地の位
置づけと分析の意義について言及している。さらに、ペルーの住宅政策の歴史と現在の政策の特徴、
実際の住宅建設の動向を分析することで、今後も漸進的な住宅建設が続く可能性が高い事を明らかに
している。 
 
第 3章では、入居後に住民が徐々に建物を建築していくプロセスの実態を詳細に追うことで、予測
評価に適した手法について検討している。対象とするプロセスは、敷地の占有という空間の変容に加
えて、住民の行為によってもたらされる住宅の変容を同時に分析する必要があるため、一連のプロセ
スを表現するためにはエージェント・ベースド・モデル（ABM）を採用することが最も適しているこ
とを明らかにしている。さらに、ABM の理論的背景と関連研究の特徴を考察することで、ABM を用い
ることの妥当性を説明している。 
第 4章では、対象地での変容プロセスの段階を、衛星画像や現地での写真を分析することで明らか
にしている。さらに、関連する社会的資料も併用して、農地の区画割がなされた後に簡易な建物が建
設され始めるが、初期の簡易住居が区画を占有し始めることで周囲の区画の建設を誘発すること、住
民による建物の建築も、周囲の住居改良の進み方に影響を受けることを明らかにしている。 
第 5章では、第 4章での知見をもとに、広域における区画割，区画占有の状況、住居の建設段階を
衛星画像や現地写真から年代ごとにデータ化し、経年変化の分析をもとに区画の占有、建物の建築進
行への周辺の進行状況の影響を仮定し、第一段階のモデル化を行っている。 
第 6章では、第 5章で作成したシミュレーションによる結果と、実際の変容を比較している。衛星
画像で状況を確認できた 2002年の状況を入力データとして、ABMによるシミュレーションを行い、算
出結果を 2015 年までの実際の状況と比較している。その結果として、シミュレーション結果が概ね
実際の変容プロセスを再現していることを確認している。さらに、実際の状況と異なっているものに
着目し、周辺の影響が及ぶ範囲を変動させることで最も再現性の高いモデルの作成を行っている。 
第 7章では、既往のモデルを使った場合の結果と、本研究で作成したモデルを適用した際の結果と
を比較し、本研究で作成したモデルの再現性が高いことを明らかにしている。また、既往モデルの理
論的背景を踏まえて、当該モデルの有用性を述べられている。 
第 8章では、前章までの成果を取りまとめるとともに、本研究で作成したモデルの計画・政策立案
への利用可能性を検討するとともに、活用を進めるための課題、さらに諸条件が変わった際の再現性
向上のための課題を述べられている。 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
審査対象論文は，都市化に伴う空間変容を，土地利用の平面的な変化についてだけではなく，建設
される住宅の質も含めて総合的に把握し，変化の将来予測を行うための手法を開発したものであり，
次のような特徴を持っている。 
1）住宅が完成してから住民が入居する場合と異なり，住民が住み始めてから住宅自体が時間をか
けて建設されるプロセスでは，求められるインフラや都市的サービスが異なるため，住民の住宅
建設行為に注目して，質的な変容について分析・考察を行った。 
2）住民の意思決定による行為に注目しているため，従来の手法と異なるエージェント・ベースド・
モデルを使用して将来予測を可能にする手法を開発した。 
3）住民の意思決定，行為が周辺の住宅の質に影響を受けることを解明し，開発したモデルに組み
込むことで，従来の予測手法よりも高い再現性を示す手法を開発した。 
 以上のように、研究方法・得られた知見の双方において新規性が認められる。 
 過去と現在の比較では再現性が高くなっているものの，開発した手法に用いられたルールが，実際
にどのような時間を経て展開されるかについては，現地調査結果との比較が行われていないなど，引
き続き検討すべき点が残されている。だが，全体として学術的な独創性，社会的な有用性を兼ね備え
た水準の高い研究であり，学位論文として十分な内容をもつと判定する。 
【最終試験の結果】 
平成 29年 7月 26日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会工学）の学位を受けるに
十分な資格を有するものと認める。 
 
